





























　14マルコフ完全ナッシュ均衡についてはMaskin and Tirole (1988a,b) を参照せよ。
　15近似方法としてCollocation method を使った。Collocation method の詳細はMiranda 
and Fackler (2002) にある。
　16衰退産業において価格が上昇する例として、博多織、電子記憶媒体（カセットテープ、
フロッピーディスク、MD、CD、MO）がある。一方、価格が下がる例として、毛皮産
業 (Siomkos and Shrivastava, 1987)、アメリカ鉄鋼産業 (Deily, 1988)、アリゾナ州の銅
産業 (hUallachain and Matthews, 1994)、静岡産の高級茶 (読売新聞, 2009) がある。





IASC [1997] が公表され、現在市場収益率資本維持（the current market rate 
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の企業が土地・建物を再評価しており（Sutton [2000] p.218）、Aboody et al. 
[1999] においても再評価剰余金と株価上昇に正の有意な関係が確認されている
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B/S（X2. 12/31） P/L（X2. 1/1 ～ X2. 12/31）
現 金 100 資 本 金 100 売 上 50
建 物 96 再評価剰余金 16 減 価 償 却 費 11
利 益 剰 余 金 80 純 利 益 39
196 196 再 評 価 剰 余 金 8
















































建 物 100 資 本 金 100
     
B/S（X1. 12/31） P/L（X1. 1/1 ～ X1. 12/31）
現 金 50 資 本 金 100 売 上 50
建 物 99 再評価剰余金 9 減 価 償 却 費 10
利 益 剰 余 金 40 純 利 益 40
149 149 再 評 価 剰 余 金 9
包 括 利 益 49
包括利益の計算基礎　小野
－33－
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　X１年中の包括利益 ＝X1. 12/31の資本－X1. 1/1の資本
　　　　　　　　　　＝149－100
　　　　　　　　　　＝49
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その他の資本の構成要素、利益剰余金という順で記載される）（注４）。つまり、
その他の包括利益累積額は、財政状態計算書においては利益ではなく、資本と
して位置づけられているといえるではないか。そう捉えることで、翌期の包括
利益計算において、その他の包括利益累積額が含まれる期首の公正価値が維持
すべき資本であることがより明らかになる。
６．むすび　－今後の課題－
　以上のように、IAS16では、期首公正価値に基づく減価償却費の計上と、期
末における公正価値による再評価が行われる。そして、計算される包括利益は、
市場が期待したキャッシュ・インフローを維持するような利益が計算されてい
ると言える。さらに、異時点での資金提供者にとって有用な情報を提供するた
めに、包括利益と純利益を計算しているのである。
　したがって、包括利益を計算する際の基礎は、名目資本維持でも実体資本維
持でもない別の資本維持概念であろう。ここでは、仮にこれをキャッシュ・フ
ロー獲得能力資本維持といっておこう。すなわち、純利益計算を含む包括利益
計算は、すべて将来キャッシュ・フローを反映する公正価値に基づく計算なの
である。その意味で、キャッシュ・フロー獲得能力資本維持なのである。
　最後に今後の課題に触れておきたい。
　まず、本稿で明らかにしたキャッシュ・フロー獲得能力資本維持と現在市場
収益率資本維持の関係である。いずれも公正価値による資産評価を含む計算で
ある。これら２つが同じものであるならば、IASB自体が包括利益計算を名目
資本維持とは異なる資本維持概念に基づく利益計算であると認めていることに
なるのではないか。とすれば、包括利益計算は企業が所有する資産の実態を開
示するだけにとどまらないことになろう。
　さらに、負債の時価評価との関連である。資本維持といっても自己資本に
焦点を当てるのか、総資本に焦点を当てるのかによってその意味が異なる。
IAS16ではギアリング修正が行われないので、総資本維持が図られているとい
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＜研究ノート（福祉経済）＞
福祉国家の戦略とはなにか？
粟　沢　尚　志　
要旨
　本稿は、マイケル・ポーターの展開したポジショニング理論を福祉国家に応
用し、福祉国家を取り巻く外部からの脅威と政府の能力を相互比較した上で、
福祉国家がとるべくポジションの選択（つまり戦略）を考察している。
　通常、政府は外的脅威に立ち向かうべきと考えられている。しかし政府は決
して万能ではないから、脅威を最も受けないポジションを選ぶことも戦略とな
る。そして、戦略を策定する源となるのが福祉国家のどの部門を重視するかい
う選択と地域主権の確立である。ただし、知の集積や共有化が進む中期的ポジ
ショニングを考えると、政府がその優位性を継続させるのは容易ではない。
キーワード
　福祉国家、地域主権、日本型福祉、日本型経営、競争戦略、ポジショニング
１．福祉国家における戦略とトレードオフの必要性
　本稿では福祉国家を仮想企業化して分析するため、Porter（1998）による
競争戦略論のフレームワークを用いている。このポーターの分析手法に依拠す
る理由とはなんであろうか？　それは企業と同様に福祉国家にとっても、独自
で外部からの脅威の影響を受けにくいポジションの追求が重要だからである。
　（1）独自性としての日本型経営と日本型福祉の接点
　ポーターが展開したポジショニング理論によれば、伝統的に見られた暗黙の
戦略モデルでは「業界内の理想的な競争ポジションは１つだけ」とされてきた
が、彼は持続的競争優位が「企業独自のポジション」から生まれるとする。伊
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壹岐芳弘 [1996]「資本維持論の動向と課題（一）（二）」『会計』第150巻第２号・
第３号。
池田幸典 [2006] 「リサイクリングの簿記的考察とその理論的含意」『産業研究
（高崎経済大学付属産業研究所紀要）』第41巻第２号。
石川純治 [1998]「金融商品に適用されうる資本維持概念について－その意義と
問題点－」『産業経理』第57巻第４号。
加藤厚 [2010]「IFRS9号『金融商品』の概要」『企業会計』第62巻第４号。
桜井久勝 [2010]「当期純利益と包括利益の有用性比較」『企業会計』第62巻第
４号。
田中建二 [2008]「資産除去債務の会計」『産業経理』第68巻第１号。
（注）
注１　IASBでは、利益（profit）は収益（income）と費用（expenses）から測定され、
収益は資産の増加あるいは負債の減少であり、費用は資産の減少あるいは負債の増加
であるとされている。資産と負債の差額が純資産と定義されているので、結局のとこ
ろ、純資産の変動を利益ととらえていることになる。
注２　田中 [2008] p.32では、資産除去債務に関連した議論であるが、固定資産の簿価を
将来における要回収額と解釈できることを指摘している。
注３　ASB [1993] では、実体総資本維持に基づく利益の計算から出発して、最終的に実
質自己資本維持に基づく利益の計算が提唱された。詳しくは壹岐[1996] 参照。
注４　日本電波工業の平成21年度財政状態計算書による。
（おの　まさよし　本学准教授）
